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(57)【要約】
【課題】トラップ周波数を容易に調整することが可能な
積層型トラップ部品を提供すること。
【解決手段】積層型トラップ部品１は、非磁性体層Ａ１
～Ａ１２が積層された積層体１０と、積層体１０の内部
に設けられたコイルＬ１と、積層体１０の長手方向の両
側面にそれぞれ形成された外部電極１２，１４とを備え
る。積層体１０は、非磁性体層Ａ１からなる第１の積層
部１０ａと、非磁性体層Ａ２～Ａ１２からなる第２の積
層部１０ｂとを有している。コイルＬ１の全体は、第２
の積層部１０ｂ内に位置している。第１の積層部１０ａ
の誘電率は、第２の積層部１０ｂの誘電率よりも高くな
っている。そのため、高い誘電率を有する第１の積層部
１０ａがコイルＬ１と外部電極１２，１４との間に位置
することとなるので、コイルＬ１と外部電極１２，１４
との間で生じる浮遊容量が大きくなる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の非磁性体層が積層された積層体と、
　前記積層体の内部に設けられたコイルと、
　前記積層体の外表面に配置され且つ前記コイルの一端が電気的に接続される第１の外部
電極と、
　前記積層体の外表面に配置され且つ前記コイルの他端が電気的に接続される第２の外部
電極とを備え、
　前記積層体は、前記複数の非磁性体層のうち少なくとも一層の第１の非磁性体層からな
る第１の積層部と、前記複数の非磁性体層のうち少なくとも一層の第２の非磁性体層から
なる第２の積層部とを有し、
　前記コイルの少なくとも一部は、前記第２の積層部の内部に位置しており、
　前記第１の積層部の誘電率は、前記第２の積層部の誘電率よりも高いことを特徴とする
積層型トラップ部品。
【請求項２】
　前記積層体は、前記複数の非磁性体層の積層方向に交差する一対の外表面を有すると共
に前記第１の積層部を一つのみ有し、
　前記第１の積層部は、前記複数の非磁性体層の積層方向に交差する一対の側面を有して
おり、
　前記第１の積層部の前記一対の側面のうち一方の側面は、前記積層体の前記一対の外表
面のうち一方の外表面を構成していることを特徴とする請求項１に記載された積層型トラ
ップ部品。
【請求項３】
　前記コイルは、その全体が前記第２の積層部の内部に位置していることを特徴とする請
求項１又は２に記載された積層型トラップ部品。
【請求項４】
　前記積層体は、前記第１の積層部を一つのみ有しており、
　前記第１の積層部は、前記コイルの巻線間に位置していることを特徴とする請求項１に
記載された積層型トラップ部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、積層型トラップ部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、比較的誘電率の高い材料のみを用いて形成された非磁性体層が複数積層され
た積層体を備え、積層体の積層方向に重畳して周回する導体パターンが積層体の内部に配
設された積層型トラップ部品が知られている（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開平６－２８３３３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、従来の積層型トラップ部品では、信号を減衰させるための特定の周波数
（トラップ周波数）を所望の値に調整しようとした場合、非磁性体層を構成する材料の変
更や導体パターンの構成の変更を行って、所望のトラップ周波数毎に積層型トラップ部品
を１つずつ設計していく必要があった。そのため、従来の積層型トラップ部品では、トラ
ップ周波数の調整に非常に手間がかかるという問題があった。
【０００４】
　本発明は、トラップ周波数を容易に調整することが可能な積層型トラップ部品を提供す
ることを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明に係る積層型トラップ部品は、複数の非磁性体層が積層された積層体と、積層体
の内部に設けられたコイルと、積層体の外表面に配置され且つコイルの一端が電気的に接
続される第１の外部電極と、積層体の外表面に配置され且つコイルの他端が電気的に接続
される第２の外部電極とを備え、積層体は、複数の非磁性体層のうち少なくとも一層の第
１の非磁性体層からなる第１の積層部と、複数の非磁性体層のうち少なくとも一層の第２
の非磁性体層からなる第２の積層部とを有し、コイルの少なくとも一部は、第２の積層部
の内部に位置しており、第１の積層部の誘電率は、第２の積層部の誘電率よりも高いこと
を特徴とする。
【０００６】
　本発明に係る積層型トラップ部品では、積層体が第１の積層部と第２の積層部とを有し
ており、第１の積層部の誘電率が第２の積層部の誘電率よりも高いものとなっている。ま
た、コイルの少なくとも一部が第２の積層部の内部に位置するものとなっている。そのた
め、低い誘電率を有する第２の積層部の内部にコイルの少なくとも一部が存在することで
インダクタとしての特性をある程度保持しながら、高い誘電率を有する第１の積層部がコ
イルの巻線間やコイルと外部電極との間に位置することでコイルの巻線間やコイルと外部
電極との間において発生する浮遊容量を大きくすることができ、積層体が第２の非磁性体
層のみによって構成されている場合と比較してトラップ周波数が小さくなる。その結果、
積層体における第１の積層部の位置や第１の積層部の大きさ等を変更するだけで、積層型
トラップ部品の設計を一から見直すことなく、トラップ周波数を容易に調整することが可
能となる。
【０００７】
　また、積層体は、複数の非磁性体層の積層方向に交差する一対の外表面を有すると共に
第１の積層部を一つのみ有し、第１の積層部は、複数の非磁性体層の積層方向に交差する
一対の側面を有しており、第１の積層部の一対の側面のうち一方の側面は、積層体の一対
の外表面のうち一方の外表面を構成していることが好ましい。このようにすると、積層体
の一対の外表面のうち他方の外表面を外部基板に対向させるようにして積層型トラップ部
品を外部基板上に実装させた場合に、第１の積層部が積層体の内部に位置している積層型
トラップ部品と比較して、第１の積層部と外部基板との距離を大きくすることができるの
で、外部電極と外部基板との間で生じる浮遊容量を低減することが可能となる。
【０００８】
　また、コイルは、その全体が第２の積層部の内部に位置していることが好ましい。この
ようにすると、コイルと外部電極との間において発生する浮遊容量を大きくすることが可
能となる。
【０００９】
　また、積層体は、第１の積層部を一つのみ有しており、第１の積層部は、コイルの巻線
間に位置していることが好ましい。このようにすると、コイルの巻線間において発生する
浮遊容量を大きくすることが可能となる。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、トラップ周波数を容易に調整することが可能な積層型トラップ部品を
提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　本発明の好適な実施形態について、図面を参照して説明する。なお、説明において、同
一要素又は同一機能を有する要素には同一符号を用いることとし、重複する説明は省略す
る。
【００１２】
　（第１実施形態）
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　図１～図３を参照して、第１実施形態に係る積層型トラップ部品１の構成について説明
する。図１は、第１～第５実施形態に係る積層型トラップ部品を示す斜視図である。図２
は、第１実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦断面図である。図３は、第１実施形
態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成を説明するための分解斜視図である。
【００１３】
　積層型トラップ部品１は、図１に示されるように、略直方体形状の積層体１０と、積層
体１０の長手方向の両側面にそれぞれ形成された一対の外部電極１２，１４と、積層体１
０の内部において導体パターンＢ１～Ｂ６がそれぞれ互いに電気的に接続されてなるコイ
ルＬ１とを備える。
【００１４】
　積層体１０は、図２及び図３に示されるように、非磁性体層Ａ１～Ａ１２が積層されて
構成され、非磁性体層Ａ１からなる第１の積層部１０ａと、非磁性体層Ａ２～Ａ１２から
なる第２の積層部１０ｂとを有している。第１の積層部１０ａ（非磁性体層Ａ１）は、積
層体１０の積層方向に交差する一対の側面Ｓ１，Ｓ２を有している。第１の積層部１０ａ
の側面Ｓ１は、第１実施形態において、積層体１０の積層方向に交差する一対の外表面Ｓ
３，Ｓ４のうち外表面Ｓ３を構成している。第１の積層部１０ａの側面Ｓ２は、第２の積
層部１０ｂと対向している。第２の積層部１０ｂ（非磁性体層Ａ２～Ａ１２）には、コイ
ルＬ１の全体がその内部に位置している（図２参照）。
【００１５】
　第１の積層部１０ａ及び第２の積層部１０ｂを構成する非磁性体層Ａ１～Ａ１２は、電
気絶縁性を有する絶縁体として機能する。実際の積層型トラップ部品１では、非磁性体層
Ａ１～Ａ１２の境界が視認できない程度に一体化されている。
【００１６】
　非磁性体層Ａ１を構成する材料としては、ＢａＯ－ＳｒＯ－ＴｉＯ２－Ｎｄ２Ｏ３系の
材料を用いることができる。非磁性体層Ａ１の誘電率は、例えば２５程度である。非磁性
体層Ａ２～Ａ１２を構成する材料としては、Ａｌ２Ｏ３－ＳｉＯ２－ＳｒＯ系の材料を用
いることができる。非磁性体層Ａ２～Ａ１２の誘電率は、例えば７～８程度である。すな
わち、第１の積層部１０ａ（非磁性体層Ａ１）の誘電率は、第２の積層部１０ｂ（非磁性
体層Ａ２～Ａ１２）の誘電率よりも高くなっている。
【００１７】
　非磁性体層Ａ４の表面には、コイルＬ１の略３／４ターンに相当し、略Ｃ字形状の導体
パターンＢ１が形成されている。導体パターンＢ１の一端には、導出部Ｂ１ａが一体的に
形成されている。導体パターンＢ１の導出部Ｂ１ａは、非磁性体層Ａ４の縁に引き出され
、その端部が非磁性体層Ａ４の端面に露出している。このため、コイルＬ１の一端は、導
出部Ｂ１ａを介して、外部電極１２と電気的に接続される。導体パターンＢ１の他端は、
非磁性体層Ａ４を厚み方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ１と電気的に接続さ
れる。このため、導体パターンＢ１は、積層された状態で、スルーホール電極Ｃ１を介し
て、対応する導体パターンＢ２の一端と電気的に接続される。
【００１８】
　非磁性体層Ａ５の表面には、コイルＬ１の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導体
パターンＢ２が形成されている。導体パターンＢ２の一端には、積層された状態でスルー
ホール電極Ｃ１と電気的に接続される領域が含まれている。導体パターンＢ２の他端は、
非磁性体層Ａ５を厚み方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ２と電気的に接続さ
れる。このため、導体パターンＢ２は、積層された状態で、スルーホール電極Ｃ２を介し
て、対応する導体パターンＢ３の一端と電気的に接続される。
【００１９】
　非磁性体層Ａ６の表面には、コイルＬ１の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導体
パターンＢ３が形成されている。導体パターンＢ３の一端には、積層された状態でスルー
ホール電極Ｃ２と電気的に接続される領域が含まれている。導体パターンＢ３の他端は、
非磁性体層Ａ６を厚み方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ３と電気的に接続さ
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れる。このため、導体パターンＢ３は、積層された状態で、スルーホール電極Ｃ３を介し
て、対応する導体パターンＢ４の一端と電気的に接続される。
【００２０】
　非磁性体層Ａ７の表面には、コイルＬ１の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導体
パターンＢ４が形成されている。導体パターンＢ４の一端には、積層された状態でスルー
ホール電極Ｃ３と電気的に接続される領域が含まれている。導体パターンＢ４の他端は、
非磁性体層Ａ７を厚み方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ４と電気的に接続さ
れる。このため、導体パターンＢ４は、積層された状態で、スルーホール電極Ｃ４を介し
て、対応する導体パターンＢ５の一端と電気的に接続される。
【００２１】
　非磁性体層Ａ８の表面には、コイルＬ１の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導体
パターンＢ５が形成されている。導体パターンＢ５の一端には、積層された状態でスルー
ホール電極Ｃ４と電気的に接続される領域が含まれている。導体パターンＢ５の他端は、
非磁性体層Ａ８を厚み方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ５と電気的に接続さ
れる。このため、導体パターンＢ５は、積層された状態で、スルーホール電極Ｃ５を介し
て、対応する導体パターンＢ６の一端と電気的に接続される。
【００２２】
　非磁性体層Ａ９の表面には、コイルＬ１の略３／４ターンに相当し、略Ｃ字形状の導体
パターンＢ２が形成されている。導体パターンＢ６の一端には、積層された状態でスルー
ホール電極Ｃ４と電気的に接続される領域が含まれている。導体パターンＢ６の他端には
、導出部Ｂ６ａが一体的に形成されている。導体パターンＢ６の導出部Ｂ６ａは、非磁性
体層Ａ９の縁に引き出され、その端部が非磁性体層Ａ９の端面に露出している。このため
、コイルＬ１の他端は、導出部Ｂ６ａを介して、外部電極１４と電気的に接続される。
【００２３】
　外部電極１２，１４は、図１及び図２に示されるように、積層体１０の長手方向の両側
面に交差する外表面に回り込むように形成されている。外部電極１２のうち外表面Ｓ３に
回り込んでいる部分は、図２に示されるように、導出部Ｂ１ａと対向する領域を有してい
る。外部電極１４のうち外表面Ｓ３に回り込んでいる部分は、図２に示されるように、導
体パターンＢ１と対向する領域を有している。第１実施形態においては、外部電極１２の
うち外表面Ｓ３に回り込んでいる部分と導出部Ｂ１ａとの間、及び、外部電極１４のうち
外表面Ｓ３に回り込んでいる部分と導体パターンＢ１との間に誘電率の高い第１の積層部
１０ａ（非磁性体層Ａ１）が位置している。
【００２４】
　以上のように、第１実施形態においては、積層体１０が第１の積層部１０ａと第２の積
層部１０ｂとにより構成されており、第１の積層部１０ａの誘電率が第２の積層部１０ｂ
の誘電率よりも高いものとなっている。また、第１実施形態においては、コイルＬ１の全
体が第２の積層部１０ｂの内部に位置し、且つ、第１の積層部１０ａの側面Ｓ１が積層体
１０の外表面Ｓ３を構成している。そのため、低い誘電率を有する第２の積層部１０ｂの
内部にコイルＬ１の全体が存在することでインダクタとしての特性をある程度保持しなが
ら、高い誘電率を有する第１の積層部１０ａがコイルＬ１と外部電極１２，１４との間に
位置することでコイルＬ１と外部電極１２，１４との間（外部電極１２のうち外表面Ｓ３
に回り込んでいる部分と導出部Ｂ１ａとの間、及び、外部電極１４のうち外表面Ｓ３に回
り込んでいる部分と導体パターンＢ１との間）で生じる浮遊容量を大きくすることができ
、積層体１０が第２の積層部１０ｂ（非磁性体層Ａ２～Ａ１２）のみによって構成されて
いる場合と比較してトラップ周波数が小さくなる。その結果、第１の積層部１０ａを構成
する非磁性体層Ａ１を更に積層して積層体１０とするだけで、積層型トラップ部品の設計
を一から見直すことなく、トラップ周波数を容易に調整することが可能となる。
【００２５】
　また、第１実施形態においては、誘電率の高い第１の積層部１０ａの側面Ｓ１が積層体
１０の外表面Ｓ３を構成している。そのため、積層体１０の外表面Ｓ４を図示しない外部
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基板に対向させるようにして積層型トラップ部品１を外部基板上に実装させた場合、第１
の積層部１０ａが積層体１０の内部に位置している積層型トラップ部品と比較して第１の
積層部１０ａと外部基板との距離を大きくすることができる。その結果、外部電極１２，
１４と外部基板との間で生じる浮遊容量を低減することが可能となる。
【００２６】
　また、第１実施形態においては、第１の積層部１０ａの側面Ｓ１が積層体１０の外表面
Ｓ３を構成し、第１の積層部１０ａの側面Ｓ２が第２の積層部１０ｂ（非磁性体層Ａ２）
と対向している。そのため、非磁性体層Ａ１と非磁性体層Ａ２～Ａ１２とで材料が異なっ
ていることにより、非磁性体層Ａ１の前駆体が焼成される際の収縮率と非磁性体層Ａ２～
Ａ１２の前駆体が焼成される際の収縮率とに差があるものの、第１の積層部１０ａが第２
の積層部１０ｂの間に位置しているような場合と比較して、収縮率の差による影響が生じ
難くなっている。
【００２７】
　（第２実施形態）
　続いて、図１、図４及び図５を参照して、第２実施形態に係る積層型トラップ部品２の
構成について説明する。図４は、第２実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦断面図
である。図５は、第２実施形態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成を説明す
るための分解斜視図である。以下では、第１実施形態に係る積層型トラップ部品１との相
違点を中心に説明し、重複する説明は省略する。
【００２８】
　積層型トラップ部品２は、図１に示されるように、略直方体形状の積層体２０を備えて
いる。積層体２０は、図４及び図５に示されるように、非磁性体層Ａ２１，Ａ２２，Ａ３
～Ａ１２が積層されて構成され、非磁性体層Ａ２２からなる第１の積層部２０ａと、非磁
性体層Ａ２１，Ａ３～Ａ１２からなる第２の積層部２０ｂとを有している。第１の積層部
２０ａ（非磁性体層Ａ２２）は、第２実施形態において、非磁性体層Ａ２１と非磁性体層
Ａ３との間に位置している。第２の積層部２０ｂには、コイルＬ１の全体がその内部に位
置している（図４参照）。
【００２９】
　第１の積層部２０ａ及び第２の積層部２０ｂを構成する非磁性体層Ａ２１，Ａ２２，Ａ
３～Ａ１２は、電気絶縁性を有する絶縁体として機能する。実際の積層型トラップ部品２
では、非磁性体層Ａ２１，Ａ２２，Ａ３～Ａ１２の境界が視認できない程度に一体化され
ている。
【００３０】
　非磁性体層Ａ２１は、非磁性体層Ａ３～Ａ１２と同じ材料によって構成されている。非
磁性体層Ａ２２は、第１実施形態における非磁性体層Ａ１と同じ材料によって構成されて
いる。すなわち、第１の積層部２０ａ（非磁性体層Ａ２２）の誘電率は、第２の積層部２
０ｂ（非磁性体層Ａ２１，Ａ３～Ａ１２）の誘電率よりも高くなっている。
【００３１】
　以上のように、第２実施形態においては、積層体２０が第１の積層部２０ａと第２の積
層部２０ｂとにより構成されており、第１の積層部２０ａの誘電率が第２の積層部２０ｂ
の誘電率よりも高いものとなっている。また、第２実施形態においては、コイルＬ１の全
体が第２の積層部２０ｂの内部に位置し、且つ、第１の積層部２０ａが非磁性体層Ａ２１
と非磁性体層Ａ３との間に介在している。そのため、低い誘電率を有する第２の部分２０
ｂの内部にコイルＬ１の全体が存在することでインダクタとしての特性をある程度保持し
ながら、高い誘電率を有する第１の積層部２０ａがコイルＬ１と外部電極１２，１４との
間に位置することでコイルＬ１と外部電極１２，１４との間（外部電極１２のうち外表面
Ｓ３に回り込んでいる部分と導出部Ｂ１ａとの間、及び、外部電極１４のうち外表面Ｓ３
に回り込んでいる部分と導体パターンＢ１との間）で生じる浮遊容量を大きくすることが
でき、積層体２０が第２の積層部２０ｂ（非磁性体層Ａ２１，Ａ３～Ａ１２）のみによっ
て構成されている場合と比較してトラップ周波数が小さくなる。具体的には、第２実施形
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態では、誘電率の高い非磁性体層Ａ２２が第１実施形態に係る積層型トラップ部品１にお
ける非磁性体層Ａ１よりも積層体２０の内側に位置しているため、積層型トラップ部品２
のトラップ周波数が第１実施形態に係る積層型トラップ部品１のトラップ周波数よりも小
さな値となっている。その結果、第１の積層部２０ａを構成する非磁性体層Ａ２２を積層
して積層体２０とするだけで、積層型トラップ部品の設計を一から見直すことなく、トラ
ップ周波数を容易に調整することが可能となる。
【００３２】
　（第３実施形態）
　続いて、図１、図６及び図７を参照して、第３実施形態に係る積層型トラップ部品３の
構成について説明する。図６は、第３実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦断面図
である。図７は、第３実施形態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成を説明す
るための分解斜視図である。以下では、第１実施形態に係る積層型トラップ部品１との相
違点を中心に説明し、重複する説明は省略する。
【００３３】
　積層型トラップ部品３は、図１に示されるように、略直方体形状の積層体３０を備えて
いる。積層体３０は、図６及び図７に示されるように、非磁性体層Ａ３１～Ａ３３，Ａ４
～Ａ１２が積層されて構成され、非磁性体層Ａ３３からなる第１の積層部３０ａと、非磁
性体層Ａ３１，Ａ３２，Ａ４～Ａ１２からなる第２の積層部３０ｂとを有している。第１
の積層部３０ａ（非磁性体層Ａ３３）は、第３実施形態において、非磁性体層Ａ３２と非
磁性体層Ａ４との間に位置している。第２の積層部３０ｂには、コイルＬ１の一部がその
内部に位置している（図６参照）。
【００３４】
　第１の積層部３０ａ及び第２の積層部３０ｂを構成する非磁性体層Ａ３１～Ａ３３，Ａ
４～Ａ１２は、電気絶縁性を有する絶縁体として機能する。実際の積層型トラップ部品３
では、非磁性体層Ａ３１～Ａ３３，Ａ４～Ａ１２の境界が視認できない程度に一体化され
ている。
【００３５】
　非磁性体層Ａ３１，Ａ３２は、非磁性体層Ａ４～Ａ１２と同じ材料によって構成されて
いる。非磁性体層Ａ３３は、第１実施形態における非磁性体層Ａ１と同じ材料によって構
成されている。すなわち、第１の積層部３０ａ（非磁性体層Ａ３３）の誘電率は、第２の
積層部３０ｂ（非磁性体層Ａ３１，Ａ３２，Ａ４～Ａ１２）の誘電率よりも高くなってい
る。
【００３６】
　以上のように、第３実施形態においては、積層体３０が第１の積層部３０ａと第２の積
層部３０ｂとにより構成されており、第１の積層部３０ａの誘電率が第２の積層部３０ｂ
の誘電率よりも高いものとなっている。また、第３実施形態においては、コイルＬ１の一
部が第２の積層部３０ｂの内部に位置し、且つ、第１の積層部３０ａが非磁性体層Ａ３２
と非磁性体層Ａ４との間に介在している。そのため、低い誘電率を有する第２の部分３０
ｂの内部にコイルＬ１の全体が存在することでインダクタとしての特性をある程度保持し
ながら、高い誘電率を有する第１の積層部３０ａがコイルＬ１と外部電極１２，１４との
間に位置することでコイルＬ１と外部電極１２，１４との間（外部電極１２のうち外表面
Ｓ３に回り込んでいる部分と導出部Ｂ１ａとの間、及び、外部電極１４のうち外表面Ｓ３
に回り込んでいる部分と導体パターンＢ１との間）で生じる浮遊容量を大きくすることが
でき、積層体３０が第２の積層部３０ｂ（非磁性体層Ａ３１，Ａ３２，Ａ４～Ａ１２）の
みによって構成されている場合と比較してトラップ周波数が小さくなる。具体的には、第
３実施形態では、誘電率の高い非磁性体層Ａ３３が第１実施形態に係る積層型トラップ部
品１における非磁性体層Ａ１及び第２実施形態に係る積層型トラップ部品２における非磁
性体層Ａ２２よりも積層体３０の内側に位置しているため、積層型トラップ部品３のトラ
ップ周波数が第１実施形態に係る積層型トラップ部品１のトラップ周波数及び第２実施形
態に係る積層型トラップ部品２のトラップ周波数よりも小さな値となっている。その結果
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、第１の積層部３０ａを構成する非磁性体層Ａ３３を積層して積層体３０とするだけで、
積層型トラップ部品の設計を一から見直すことなく、トラップ周波数を容易に調整するこ
とが可能となる。
【００３７】
　（第４実施形態）
　続いて、図１、図８及び図９を参照して、第４実施形態に係る積層型トラップ部品４の
構成について説明する。図８は、第４実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦断面図
である。図９は、第４実施形態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成を説明す
るための分解斜視図である。以下では、第１実施形態に係る積層型トラップ部品１との相
違点を中心に説明し、重複する説明は省略する。
【００３８】
　積層型トラップ部品４は、図１に示されるように、略直方体形状の積層体４０を備えて
いる。積層体４０は、図８及び図９に示されるように、非磁性体層Ａ４１～Ａ４８，Ａ９
～Ａ１２が積層されて構成され、非磁性体層Ａ４８からなる第１の積層部４０ａと、非磁
性体層Ａ４１～Ａ４７，Ａ９～Ａ１２からなる第２の積層部４０ｂとを有している。第１
の積層部４０ａ（非磁性体層Ａ４８）は、第４実施形態において、非磁性体層Ａ４７と非
磁性体層Ａ９との間に位置している。第２の積層部４０ｂには、コイルＬ１の一部がその
内部に位置している（図８参照）。
【００３９】
　第１の積層部４０ａ及び第２の積層部４０ｂを構成する非磁性体層Ａ４１～Ａ４８，Ａ
９～Ａ１２は、電気絶縁性を有する絶縁体として機能する。実際の積層型トラップ部品４
では、非磁性体層Ａ４１～Ａ４８，Ａ９～Ａ１２の境界が視認できない程度に一体化され
ている。
【００４０】
　非磁性体層Ａ４１～Ａ４７は、非磁性体層Ａ９～Ａ１２と同じ材料によって構成されて
いる。非磁性体層Ａ４８は、第１実施形態における非磁性体層Ａ１と同じ材料によって構
成されている。すなわち、第１の積層部４０ａ（非磁性体層Ａ４８）の誘電率は、第２の
積層部４０ｂ（非磁性体層Ａ４１～Ａ４７，Ａ９～Ａ１２）の誘電率よりも高くなってい
る。
【００４１】
　非磁性体層Ａ４４の表面には、コイルＬ１の略３／４ターンに相当し、略Ｃ字形状の導
体パターンＢ１が形成されている。導体パターンＢ１の導出部Ｂ１ａは、非磁性体層Ａ４
４の縁に引き出され、その端部が非磁性体層Ａ４４の端面に露出している。導体パターン
Ｂ１の他端は、非磁性体層Ａ４４を厚み方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ１
と電気的に接続される。
【００４２】
　非磁性体層Ａ４５の表面には、コイルＬ１の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導
体パターンＢ２が形成されている。導体パターンＢ２の他端は、非磁性体層Ａ４５を厚み
方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ２と電気的に接続される。
【００４３】
　非磁性体層Ａ４６の表面には、コイルＬ１の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導
体パターンＢ３が形成されている。導体パターンＢ３の他端は、非磁性体層Ａ４６を厚み
方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ３と電気的に接続される。
【００４４】
　非磁性体層Ａ４７の表面には、コイルＬ１の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導
体パターンＢ４が形成されている。導体パターンＢ４の他端は、非磁性体層Ａ４７を厚み
方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ４と電気的に接続される。
【００４５】
　非磁性体層Ａ４８の表面には、コイルＬ１の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導
体パターンＢ５が形成されている。導体パターンＢ５の他端は、非磁性体層Ａ４８を厚み
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方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ５と電気的に接続される。
【００４６】
　以上のように、第４実施形態においては、積層体４０が第１の積層部４０ａと第２の積
層部４０ｂとにより構成されており、第１の積層部４０ａの誘電率が第２の積層部４０ｂ
の誘電率よりも高いものとなっている。また、第４実施形態においては、コイルＬ１の一
部が第２の積層部４０ｂの内部に位置し、且つ、第１の積層部４０ａが導体パターンＢ５
と導体パターンＢ６との間に介在している。そのため、低い誘電率を有する第２の部分４
０ｂの内部にコイルＬ１の一部が存在することでインダクタとしての特性をある程度保持
しながら、高い誘電率を有する第１の積層部４０ａがコイルＬ１の巻線間に位置すること
で導体パターンＢ４，Ｂ５と導体パターンＢ６及び導出部Ｂ６ａとの間で生じる浮遊容量
を大きくすることができ、積層体４０が第２の積層部４０ｂ（非磁性体層Ａ４１～Ａ４７
，Ａ９～Ａ１２）のみによって構成されている場合と比較してトラップ周波数が小さくな
る。その結果、第１の積層部４０ａを構成する非磁性体層Ａ４８を更に積層して積層体４
０とするだけで、積層型トラップ部品の設計を一から見直すことなく、トラップ周波数を
容易に調整することが可能となる。
【００４７】
　（第５実施形態）
　続いて、図１、図１０及び図１１を参照して、第５実施形態に係る積層型トラップ部品
５の構成について説明する。図１０は、第５実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦
断面図である。図１１は、第５実施形態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成
を説明するための分解斜視図である。以下では、第１実施形態に係る積層型トラップ部品
１との相違点を中心に説明し、重複する説明は省略する。
【００４８】
　積層型トラップ部品５は、図１に示されるように、略直方体形状の積層体５０と、積層
体５０の内部において導体パターンＢ１～Ｂ１２，Ｂ５１が互いに電気的に接続されてな
るコイルＬ２とを備えている。積層体５０は、図１０及び図１１に示されるように、非磁
性体層Ａ５１～Ａ５８，Ａ９～Ａ１２が積層されて構成され、非磁性体層Ａ５８からなる
第１の積層部５０ａと、非磁性体層Ａ５１～Ａ５７，Ａ９～Ａ１２からなる第２の積層部
５０ｂとを有している。第１の積層部５０ａ（非磁性体層Ａ５８）は、第５実施形態にお
いて、非磁性体層Ａ５７と非磁性体層Ａ９との間に位置している。第２の積層部５０ｂに
は、コイルＬ２の一部がその内部に位置している（図１０参照）。
【００４９】
　第１の積層部５０ａ及び第２の積層部５０ｂを構成する非磁性体層Ａ５１～Ａ５８，Ａ
９～Ａ１２は、電気絶縁性を有する絶縁体として機能する。実際の積層型トラップ部品５
では、非磁性体層Ａ５１～Ａ５８，Ａ９～Ａ１２の境界が視認できない程度に一体化され
ている。
【００５０】
　非磁性体層Ａ５１～Ａ５７は、非磁性体層Ａ９～Ａ１２と同じ材料によって構成されて
いる。非磁性体層Ａ５８は、第１実施形態における非磁性体層Ａ１と同じ材料によって構
成されている。すなわち、第１の積層部５０ａ（非磁性体層Ａ５８）の誘電率は、第２の
積層部４０ｂ（非磁性体層Ａ５１～Ａ５７，Ａ９～Ａ１２）の誘電率よりも高くなってい
る。
【００５１】
　非磁性体層Ａ５３の表面には、コイルＬ２の略３／４ターンに相当し、略Ｃ字形状の導
体パターンＢ１が形成されている。導体パターンＢ１の導出部Ｂ１ａは、非磁性体層Ａ５
３の縁に引き出され、その端部が非磁性体層Ａ５３の端面に露出している。導体パターン
Ｂ１の他端は、非磁性体層Ａ５３を厚み方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ１
と電気的に接続される。
【００５２】
　非磁性体層Ａ５４の表面には、コイルＬ２の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導
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体パターンＢ２が形成されている。導体パターンＢ２の他端は、非磁性体層Ａ５４を厚み
方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ２と電気的に接続される。
【００５３】
　非磁性体層Ａ５５の表面には、コイルＬ２の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導
体パターンＢ３が形成されている。導体パターンＢ３の他端は、非磁性体層Ａ５５を厚み
方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ３と電気的に接続される。
【００５４】
　非磁性体層Ａ５６の表面には、コイルＬ２の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導
体パターンＢ４が形成されている。導体パターンＢ４の他端は、非磁性体層Ａ５６を厚み
方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ４と電気的に接続される。
【００５５】
　非磁性体層Ａ５７の表面には、コイルＬ２の略１／２ターンに相当し、略Ｌ字形状の導
体パターンＢ５が形成されている。導体パターンＢ５の他端は、非磁性体層Ａ５７を厚み
方向に貫通して形成されたスルーホール電極Ｃ５と電気的に接続される。
【００５６】
　非磁性体層Ａ５８の表面には、島状の導体パターンＢ５１が形成されている。導体パタ
ーンＢ５１には、積層された状態で、スルーホール電極Ｃ５と電気的に接続される領域が
含まれている。導体パターンＢ５１の中央は、非磁性体層Ａ５８を厚み方向に貫通して形
成されたスルーホール電極Ｃ５１と電気的に接続される。このため、導体パターンＢ５８
は、積層された状態で、スルーホール電極Ｃ５１を介して、対応する導体パターンＢ６の
一端と電気的に接続される。
【００５７】
　以上のように、第５実施形態においては、積層体５０が第１の積層部５０ａと第２の積
層部５０ｂとにより構成されており、第１の積層部５０ａの誘電率が第２の積層部５０ｂ
の誘電率よりも高いものとなっている。また、第５実施形態においては、コイルＬ２の一
部が第２の積層部５０ｂの内部に位置し、且つ、第１の積層部５０ａが導体パターンＢ５
，Ｂ５１と導体パターンＢ６との間に位置している。そのため、低い誘電率を有する第２
の部分５０ｂの内部にコイルＬ２の一部が存在することでインダクタとしての特性をある
程度保持しながら、高い誘電率を有する第１の積層部５０ａがコイルＬ２の巻線間に位置
することで導体パターンＢ４，Ｂ５，Ｂ５１と導体パターンＢ６及び導出部Ｂ６ａとの間
で生じる浮遊容量を大きくすることができ、積層体５０が第２の積層部５０ｂ（非磁性体
層Ａ５１～Ａ５７，Ａ９～Ａ１２）のみによって構成されている場合と比較してトラップ
周波数が小さくなる。その結果、第１の積層部５０ａを構成する非磁性体層Ａ５８を更に
積層して積層体５０とするだけで、積層型トラップ部品の設計を一から見直すことなく、
トラップ周波数を容易に調整することが可能となる。
【００５８】
　以上、本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本発明は上記した実施形態
に限定されるものではない。例えば、第１～第５実施形態では、第１の積層部１０ａ，２
０ａ，３０ａ，４０ａ，５０ａを誘電率の高い一層の非磁性体層Ａ１，Ａ２２，Ａ３３，
Ａ４８，Ａ５８によって構成していたが、誘電率の高い非磁性体層を二層以上積層するこ
とで第１の積層部を構成してもよい。また、誘電率が第２の積層部１０ｂ，２０ｂ，３０
ｂ，４０ｂ，５０ｂよりも高ければ、誘電率の異なる二種類以上の非磁性体層を用いて第
１の積層部１０ａ，２０ａ，３０ａ，４０ａ，５０ａを構成してもよい。さらに、複数の
誘電率の高い非磁性体層が連続して積層されたものでなく、複数の誘電率の高い非磁性体
層と複数の誘電率の低い非磁性体層とが順不同に積層されたものであってもよい。これら
の場合において、誘電率の高い非磁性体層の総厚が、積層体１０の積層方向における厚み
の半分よりも小さいものであると好ましい。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】第１～第５実施形態に係る積層型トラップ部品を示す斜視図である。
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【図２】第１実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦断面図である。
【図３】第１実施形態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成を説明するための
分解斜視図である。
【図４】第２実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦断面図である。
【図５】第２実施形態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成を説明するための
分解斜視図である。
【図６】第３実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦断面図である。
【図７】第３実施形態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成を説明するための
分解斜視図である。
【図８】第４実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦断面図である。
【図９】第４実施形態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成を説明するための
分解斜視図である。
【図１０】第５実施形態に係る積層型トラップ部品を示す縦断面図である。
【図１１】第５実施形態に係る積層型トラップ部品が備える積層体の構成を説明するため
の分解斜視図である。
【符号の説明】
【００６０】
　１～５…積層型トラップ部品、１０，２０，３０，４０，５０…積層体、１０ａ，２０
ａ，３０ａ，４０ａ，５０ａ…第１の積層部、１０ｂ，２０ｂ，３０ｂ，４０ｂ，５０ｂ
…第２の積層部、１２，１４…外部電極、Ａ１～Ａ１２，Ａ２１，Ａ２２，Ａ３１～Ａ３
３，Ａ４１～Ａ４８，Ａ５１～Ａ５８…非磁性体層、Ｌ１，Ｌ２…コイル、Ｓ１，Ｓ２…
側面、Ｓ３，Ｓ４…外表面。

【図１】 【図２】
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